
情勢の変化等を踏まえ、適宜見直しを行うこと。

２ バス運転士の労働力確保のため、必要な技能を有する人材の活用や、

バス運転士養成機関の設立、外国人受入れに向けた取組などのキャリ

ア形成のための支援を充実させること。

３ バス運転士への就労意欲の向上につながるＰＲの強化や魅力発信な

どのバス運転士確保に向けた機運醸成の取組を国が率先して行うとと

もに、バス事業者への支援を充実させること。

４ バス運転士の負担軽減に向け、走行環境の改善、運転支援システム

の技術開発促進や導入に係る財政支援、ＤＸ化への財政支援などを充

実させること。

５ 幹線的なバス交通を基軸としつつ、それを補完する複数の交通モー

ドとの連携を図るため、地域特性や環境変化に応じた交通ネットワー

ク再構築にあたり、基本的な方針の提示や知見の共有など、必要な支

援を充実させること。

６ 路線バス自動運転化に向け、技術開発促進や走行環境の更なる整備、

初期投資への支援などを充実させること。

３ 地方の医療提供体制の強化に向けた取組について

加速する人口減少時代においては、生産年齢人口の減少や高齢人口の

増加など、将来的な人口構成の変化に対応した医療提供体制を構築する

ことが求められており、地域の需要や医療資源の状況などを踏まえなが

ら、病床の整備や医療人材の確保に向けた取組を行うことが重要である。

この点、医療法に規定される基準病床数制度によれば、二次医療圏に

おける既存病床数が基準病床数を上回る「病床過剰地域」においては、

医療従事者の不足等により現状活用されていない非稼働の病床も既存

病床に含まれることから、地域の需要に対応するため、医療機関が増床

等により規模を拡大し、必要とされる医療機能の強化を図ることは事実

上困難な状況にある。

また、「病床過剰地域」であっても医療機能の効率化に向け、医療機関

間の病床融通を可能とする特例として、地域医療連携推進法人制度があ

るものの、非稼働病床を融通する医療機関に対する支援がなく、制度の

活用が進んでいないのが実情である。

さらに、新たな医療従事者等の確保において、外国人材の活躍は不可

欠である。

ついては、次の事項について特段の措置を講じられたい。

１ 病床の有効活用

地域医療連携推進法人制度を活用した場合の病床融通が促進される

よう、融通する医療機関に対し、病床削減に係るインセンティブを付与

するなど、必要な支援を行うこと。

さらに、医療機関側が医療従事者の人員不足などを理由に、非稼働病

床の活用が進まない状況を踏まえ、基準病床数制度における「病床過剰

地域」であっても、一定の条件のもとで、都道府県が主体となって、地

域に必要な機能を提供しようとする医療機関に病床を融通することが
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可能となる特例制度を創設すること。

２ 医療分野等における外国人材の活躍促進

外国人が看護師国家試験、介護福祉士国家試験を受験する際の配慮

として、平易な日本語を用いて出題する、または、日本語のほか英語等

多言語による表記を併用し、選択可能とするなど、外国人が受験しやす

い環境を整備すること。
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